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４ 各事業の統合的指標（２次的アウトカム）による評価 

 (1) 総括 

○○○については、・・・・・。 

(2) モニタリング・評価資料 

    ①森林モニタリング 

      Ⅲ-64ページ「人工林整備状況調査」、「森林対策事業の２次的アウトカム

（統合的指標による評価）の検証実施状況」のとおり 

②河川モニタリング 

      Ⅲ-70ページ「河川のモニタリング調査」のとおり 

③地下水モニタリング 

      Ⅲ-79ページ「地下水モニタリング」のとおり 

④公共用水域水質調査 

      Ⅲ-80ページ「ダム湖における公共用水域水質調査」のとおり 

 

 

 



Ⅲ－64 

森林モニタリング２（２次的アウトカム）：人工林現況調査の実施状況 

 

１ 調査の目的 

県西部の水源保全地域内の民有林（国有林以外）のスギ、ヒノキ等人工林について、平成 15 年度か

ら５年ごとに手入れの進み具合を調査し、この推移を概括的に把握する。（27 年度に補完調査を予定） 
また、「人工林の整備が進んでもシカ採食の影響により、下層植生の回復が進まない状況」が言わ

れており、シカによる下層植生の採食状況等についても調査対象とした。主な調査内容は以下のとお

り、 
○「手入れ（整備の頻度）」・・・手入れ（A～D ランク、下図１参照）による平成 15、21 年度との比較 
○「下層植被率（ｼｶ影響）」・・・シカによる下層植生の採食状況及び植被率の把握 

  

２ 調査方法 

現地調査として、約 800 箇所で表１のように、「樹種」「林齢」「整備の頻度」「森林整備の質」「水

源かん養（下層植生）」の 5 項目を記録し、集計した。 
（表１）調査項目と調査方法 

№ 調査項目 調査方法 
①  樹種 優占樹種から「スギ」「ヒノキ」「マツ」を把握し記録 
②  林齢 森林簿を利用し記録 

③ 整備の頻度 
「5 年以内に整備」：切断面が明瞭で平面。 
「5～10 年以内に整備」：切断面の一部が腐朽しているが平面部分が残っている。 
「10 年以上整備無」：切断面が全体的に腐朽しており平面部分がほぼない。 

④ 森林整備の質 
下枯れ枝：樹冠下の枯れ枝の有無を記録 
自然枯死木：自然枯死木の有無を記録 
開空度：高木層の開空度を 10％刻みで記録 

⑤ 下層植生 下層植被率を 10％刻み、シカ採食、土壌流出を記録 

 

（図１）A～Dランクの代表例 

Aランク「手入れが行われている」 
5 年以内に整備されているか、良好に成林している 
 
 
 
 

 
 

Bランク「十分には手入れが行われていない」 
概ね 10 年以内に整備が行われている 
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Cランク「手入れが長く行われていない」 
概ね 10 年以上手入れの形跡がない 

 
 
 
 
 
 

Dランク「手入れが行われていない」 
手入れが行われた形跡がない 

 

３ 手入れ（A～Dランク）の過年度との比較（全体傾向の把握） 

 （人工林 A～Dランクの推移） 

○平成 15 年度は、「手入れが行われていない人工林（C「長く行われていない」及びD「行われていない」、ランク

外「人工林でない」）」は約６割だったが、26 年度では約３割に半減している。 
○平成 21 年度は、「手入れが行われている人工林（A「行われている」及びB「十分には行われていない」ランク）」

は約７割で、26 年度では継続して約７割と大きな変化はなかった。 
 

平成 15 年度 平成 21 年度 平成 26 年度集計値 

   
                         ＊（ランク）外：人工林ではなく広葉樹林化している。 

４ 人工林内での下層植生の状況 

現地調査でシカ採食、及び下層植生を 10％刻みで記録し、「30％未満を植生退行に注意を要するレ

ベル」と区分して、シカ採食や A～Dランクの調査結果とクロス集計した。 
（１）下層植生とシカ採食の地域別集計について 

地域的には、特にシカ生息の分布中心である秦野伊勢原地域及び松田山北地域では、図２のように、

シカ採食による継続的な影響が認められた。 
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（下層植被率と人工林 A～Dランク） 

○土壌流出に繋がるような植生退行を起こしている箇所（下層植生が 30％未満）では、まだ十分に手

入れが進んでいないＢランク人工林が 65％と多く、下層植生が 30％以上の箇所では、手入れが進

んだＡランク人工林が 73％と多かった。 
○シカによる下層植生への影響がある状況では、Bランク人工林は、下層植生の回復を図るためにも、

引き続き、継続した手入れが必要な状況である。 
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（図２）シカ採食と下層植被率とのクロス集計結果（調査小班面積割合） 

 （２）人工林の手入れ（A～D）と下層植被率の集計について 
 

（図３）下層植被率と人工林の手入れ（A～D）との関係 

 

「手入れ（A～D ランク）の３時期の推移） 
○平成 15 年度から 26 年度までに、手入れが行われていない人工林（C 及び D、ランク以外）は、約

６割から３割に半減している。また、手入れの行われている人工林（A 及び B）は、平成 21 年度、

26 年度と約７割である。 
 
「シカ影響下での下層植生の状況」 
○シカによる下層植生への影響がある状況では、まだ十分に手入れが進んでいない B ランク人工林で

の下層植生の回復を図りながら、引き続き、手入れを継続する必要がある。 

５ まとめ 
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森林対策事業の２次的アウトカム（統合的指標による評価）の検証実施状況 

１ 検証の考え方（１１番事業）                     

（１）現状と課題 

 

 

 

 

 

（２）検証の内容と方法 

        目 的・内 容              検 証 方 法 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●森林生態系効果把握調査（H25～）：林分スケール 

小仏山地と箱根外輪山、丹沢山地の各山域でスギ、ヒ

ノキ、広葉樹の３林相を対象に、整備前、整備直後、

整備後一定時間経過の3段階で各生物分類群を調査 

●多様性の総合解析（H26～）：山域スケール 

林分スケールの調査から得られたデータや知見を山域

全体の森林に外挿することで評価、山域スケールの生

物多様性の現状の把握を試みる 

●土壌侵食メカニズム解明 

下層植生の衰退度と地表流量や土壌侵食

量の関係を把握 

●人工林整備による多様性影響の把握 

植物や土壌動物、昆虫、鳥類、哺乳類の

種多様性に及ぼす森林整備の効果を把握 

 

●山域別の種多様性の現状解析 

県確保の水源林を含む森林生態系として

の生物多様性を評価 

 

 

 

●土壌侵食量調査（H16～）：林分スケール 

２×５m の調査区画を設置して降雨に伴い発生する地

表流量や土壌侵食量を測定。※東丹沢堂平地区 

（現状） 

●間伐不足の人工林やニホンジカの生息密度が高い地域で

下層植生が衰退している 

（課題） 

●下層植生が衰退した箇所では、降った雨が地中にしみこ

みにくくなり、地表面を水が流れて土壌の流出も拡大 

●その結果、降った雨をゆっくり下流に流出させるという

森林の水源涵養機能が低下し、下層植生や土壌が貧弱に

なることにより生物多様性機能も低下 

人工林の手入れ不足
（間伐の遅れ）

林内の日照不足
植生への過度の採食圧

下層植生の衰退

降った雨を下流にゆっくり
流出させる機能の低下

林内の土壌侵食

水源涵養機能の低下

シカの個体数の増加

生物多様性
機能の低下

水
源
涵
養
機
能 

生
物
多
様
性
機
能 

●流域別の水・土砂流出特性の解明 

整備前時点の水源地域の流域別の水や土

砂の流出特性、その要因を把握 

 

●小流域での整備効果検証 

現地小流域で実際に水源林整備をモデル

的に行い、整備による水や土砂の流出へ

の効果を把握 

●ダム上流域の水土砂流出モデル解析 

流域における整備の有無や強度の違いに

よる水・土砂流出の差を予測・評価。 

●対照流域法調査（H19～）：流域スケール 

試験流域を４か所設定. 流域に数 ha の小流域をペア

で設け、片方のみ整備して降水量・流量・水の濁りを

連続測定し、水や土砂の流出の違いを中長期に把握 

●水循環モデル解析（H19～）:ダム上流域スケール 

数～数百㎢の流域を対象に関連調査研究から得た知見

に基づく最新の水循環モデルを構築し、シナリオ別の

シミュレーション解析を実施 

柵で囲み 

シカを締め出す 

柵をせず 

シカが生息 

流域末端で流量等を

常時測定 

（ここでは直接流出量の増加・水の濁り（土砂）の増加） 

図１ 森林における課題 
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２ これまでの成果（２次的アウトカムの検証状況） 

                 主 な 知 見                       成 果 

  

（ 

 

 

 

 

 

 

 

 

水
源
涵
養
機
能 

生
物
多
様
性
機
能 

●土壌侵食メカニズム（土壌侵食調査） 

・下層植生衰退箇所（植生被覆率１％）では、1年間に最大１㎝程度の表層土壌が流出 

・下草と落葉による地表面被覆率が減少するほど、地表流量・土壌流出量ともに増加 

・下草と落葉による地表面被覆率75％以上で、土壌の流出はほとんど発生しない 

・斜面の地表流発生・土壌の流出と下流の水の濁り（浮遊土砂流出）は連動して発生 

→ 水源涵養機能保全・再生には、下層植生の回復・維持が最低要件だと確認 

 

 ●流域別の水・土砂流出特性 （対照流域法調査） 

・年間降水量と河川流出率の関係は、東丹沢大洞沢で約3000㎜に対し75％、小仏山地貝

沢で約2200㎜に対し62％、西丹沢ヌタノ沢で約2700㎜に対し30～70% 

・一雨の総雨量が大きくなるほど直接流出量（降雨に伴う一時的な流量の増加分）が増

加。総降水量 75～125 ㎜での直接流出率（雨量に対する直接流出量の割合）の平均

は、大洞沢NO3流域22.5％、貝沢NO1流域で21.1%、ヌタノ沢Ａで21.4％ 

・H23 の台風 6 号および 15 号における、降水量 100 ㎜あたりの流域内平均土壌侵食深

（換算値）は、ヌタノ沢Ａ沢（4ha）で 0.11 ㎜、0.18 ㎜、大洞沢 NO1 流域（48ha）で

0.08 ㎜、0.09 ㎜、貝沢 NO1～4 流域（7～34ha）でいずれも 0.00 ㎜で、地質の相違は

あるものの下層植生の乏しい丹沢山地で多かった 

→ 対策実施当初における流域別の水・土砂流出の特性を大まかに把握 

● ダム上流域の水土砂流出モデル解析 （水循環モデル解析） 

・宮ヶ瀬ダム上流域のシミュレーション解析からは、好転シナリオ（現況よりも下層植

生が豊富な状態へ変化）では年間の地表水流量が減少し地下水位が上昇との予測結果

を得た。一方、放置シナリオ（現況よりも下層植生が衰退）では、地表水の流量が増

加し地下水位が低下との予測結果 

 → 対策実施の有無がダム上流域スケールの機能に影響することを予測的に検証 

●小流域での整備効果検証 （対照流域法調査） 

東丹沢大洞沢；一方の流域でシカを締め出したところ、２年後に植生現存量は増加。現

時点では裸地の植生回復には至っておらず、水の流出特性の変化も未検出 

小仏山地貝沢；・良好に管理された人工林で、まとまった間伐（群状・定性）と木材搬

出を行い、渓流沿いでは間伐と除伐を控えたところ、森林施業に伴う短期的な水質や水

の濁りへの負の影響はみられなかった 

→ 効果を結論づけるには時間経過が不十分だが、想定された初期段階の変化は確認 

 

● 人工林整備による多様性への影響把握（林分スケールでの効果把握調査） 

・H25 の小仏山地での調査は、植物を除く分類群は冬季に実施したため、整備による顕著

な効果は確認できなかった。H26の夏季のデータ（小仏、箱根）を待って解析予定 

・植物では、樹高 1.5m 以上の樹木の種数は、スギ林、ヒノキ林、広葉樹林ともに、整備

後３年以内では少なく、整備後４～７年になると多くなった。樹高 1.5m 未満の高木性

樹木の種数は、人工林では、未整備、整備後３年以内、整備後４～７年の順に多い傾向

があった。林床植生の植物種数は、ばらつきはあるものの、どの林相においても、未整

備、整備後３年以内、整備後４～７年の順に多い傾向があった。 

 ● 山域別の種多様性の現状解析：モデルやシミュレーションによる解析方法を検討中 
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３ 宮ケ瀬ダム上流域における下層植生の回復による２次的アウトカムの検証状況（各事業の統合的指標による評価）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●現状・事業実施前の状態と機能：下層植生が乏しく水源涵養機能が低下（表層土壌が流出。森林の中で面的に地表流が発生しているとの解析結果も。） 

●事業実施後（下層植生が回復）：地表水流量と土壌流出が大幅に減少、機能向上を予測的に検証 ●事業を実施しなかった場合（下層植生の衰退が進行） 
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林床合計被覆率（％）

小流域スケール；大洞沢 

●事業の実施の有無による比較：今後の機能の改善を示唆する結果を確認 

・大洞沢の試験流域の下層植生

の被覆度の分布をみると、尾

根の傾斜の緩い場所にはシカ

の不嗜好性種を中心とした下

層植生が繁茂しているもの

の、流域の下部や渓流沿いが

裸地となっており土壌が流出

している。 

ダム上流域スケール；宮ケ瀬ダム上流域 

林分スケール；堂平地区での実測結果 

・大洞沢の各流域では、総降水

量が 100 ㎜を超えると急激に

直接流出量が増加する。 

・2010～2011 年の総直接流出

量の総降水量に対する割合

は、流域 NO3（実施流域）で

35％、流域 NO4（対照流域）

で 33％であった。 

※直接流出量；降雨に伴う一時

的な流量の増加分 
図 2 下層植生の被覆度の分布 

図 3 流域 NO3における 

直接流出量と降水量の関係 

・宮ヶ瀬ダム上流域を対象に大洞沢の現地

観測データ等を用いて、水循環モデルの

現況再現解析を行った。 

・再現性が検証されたモデルを用いて、事

業実施前の地表を流れる流量（地表水流

量）を再現したところ、年間積算値の分

布図から、谷筋だけでなく森林の中の面

的な地表流の発生。 

※解析の降雨条件は 2006年の年間降水量 
図 4地表水流量の分布 ※赤・黄で多い 

・宮ヶ瀬ダム上流域の現況再現性が検

証された水循環モデルを用いて、林

分スケールの土壌侵食調査で得られ

た知見を踏まえ、ダム上流全体で下

層植生が大幅に回復した場合の地表

水流量を解析したところ、谷筋以外

の森林斜面などの地表流の発生が大

幅に減少との予測結果 

※解析の降雨条件は 2006年の年間降水量 

図 10地表水流量の分布※赤・黄で多い 
図 9地表水流量の分布※青で少ない 

小流域スケール；大洞沢での実測結果 ダム上流域スケール；宮ケ瀬ダム上流域 ダム上流域スケール；宮ケ瀬ダム上流域 

ダム上流域スケール；宮ケ瀬ダム上流域 

・宮ヶ瀬ダム上流域で構築した水循環モデ

ルにより、林分スケールの土壌侵食調査

で得られた知見を踏まえて事業を実施せ

ずにダム上流全体で下層植生の衰退が大

幅に進んだ場合の地表水流量を解析した

ところ、尾根を除く森林斜面や谷筋で地

表流の発生が大幅に増加との予測結果 

※解析の降雨条件は 2006年の年間降水量 
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・柵で囲った流域 NO.3

では、裸地の植生回

復はみられないもの

の、植生（不嗜好性

植物）のある箇所で

は植生現存量（バイ

オマス）が増加。 
図 8柵内の植生被覆のある調査

区画のバイオマス推移 

図 6 一雨降雨量と 

地表流流出量の関係 
図 5地表面の被覆率と 

土壌侵食量の関係 

・下草と落葉による地表面の

被覆率 75％以上で土壌は流

出しないが、被覆率の低下

に伴い土壌の流出量も増

加。 

・地表面の被覆率が高いと地

表流量も少なく被覆率が低

いと地表流量も多い。 

・水循環モデルにより、下層植生状態のシナ

リオ別に１年間の雨量に応じた河川の流量

（流況）を解析したところ、植生が十分回

復すると流量が増加し、大きく衰退すると

流量が減少との予測結果 

・事業を実施せず下層植生の衰退が進行する

と、現況より河川流量が大幅に減少すると

の予測結果も 

※解析の降雨条件は 2006年の年間降水量 図 7 中津川の豊水・平水・低水・渇水の流量値 

青；現況 

赤：下層植生が回復 

緑；下層植生が衰退 

直
接
流
出
量 

（
％
） 

被覆率   被覆率   被覆率 

植生保護柵 
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河川のモニタリング調査 

 
１ 調査の目的 

 本調査は、「かながわ水源環境保全・再生施策大綱」及び「かながわ水源環境保全・再生実行５か年

計画」に基づき、水源河川の相模川水系及び酒匂川水系において、動植物の生息状況及び水質の状況

を調査し、河川環境に関する基礎データを収集することを目的とする。 
 

２ 調査対象河川 

相模川水系及び酒匂川水系 

 

３ 調査の概要 

(１) 河川の流域における動植物等調査 

河川環境を指標する水生生物、河川と関わりのある陸域生物及び BOD、窒素、燐等の水質項目につ

いて５年に１回のサイクルで調査を行い、将来の施策展開の方向性について検討するための基礎資料

を得るとともに、施策の効果として想定される生物相の変化、水質の改善等を把握する。 

ア 動植物調査 

調査は、「平成 18 年度版 河川水辺の国勢調査 基本調査マニュアル（国土交通省）」に準じて実施

する。 
調査地点：図１の地点（ただし、サンショウウオ類調査は別に定める地点で実施） 

調査項目：底生動物、魚類、付着藻類、鳥類、両生類、植物 
調査時期及び回数： 次表のとおり 

対象生物 調査時期及び回数 
底生動物、付着藻類 7 月と 12 月の年 2 回 

魚類 7～8 月と 12～1 月の年 2 回 

鳥類 5～6 月と１～2 月の年 2 回（繁殖期及び越冬期を考慮） 

カエル類 6 月と 2 月の年 2 回（幼生期を考慮） 

サンショウウオ類 4～8 月の年 1 回（幼生期を考慮） 

植物 6 月と 10 月の年 2 回（開花時期及び結実時期を考慮） 

イ 水質調査 

 調査は、「公共用水域水質測定計画（神奈川県）」に準じて実施する。 

調査地点：図１の地点 
調査項目：次表のとおり 

調査時期及び回数：毎月 1 回の年 12 回 

項目 調査項目 
観測項目 天候、流量、気温、水温、色相、透視度、臭気、河川外観（流況）、 

測定項目 pH、BOD、COD、SS、DO、全窒素、溶解性全窒素、硝酸性窒素、 
亜硝酸性窒素、アンモニア性窒素、全燐、溶解性全燐、燐酸態燐、 
全有機炭素、電気伝導率、付着藻類現存量、 
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(２) 県民参加型調査 

県民から調査員を募って、県民参加により動植物及び水質の調査を実施することにより、水源環

境保全・再生事業の普及啓発を図るとともに、得られたデータにより河川の流域における動植物等調

査結果を補完する。 
なお、調査にあたっては、精度を確保するため、専門家による生物採集方法、生物同定方法等に

ついての講習会を行う。 
調査は、「県民参加型調査マニュアル（環境科学センター）」及び「今後の河川水質管理の指標につ

いて（案）（国土交通省）」に基づいて実施する。 

調査地点：県民調査員が自由に設定する 

調査項目：底生動物、魚類、植物、水温、COD（パックテスト）、導電率、pH、 
水質ランク（詳細は表１参照） 

調査時期及び回数：県民調査員が自由に設定する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表１ 水質ランク（国土交通省） 

図１ 調査地点配置図（サンショウウオ類調査以外） 

相模川水系 

酒匂川水系 
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４ 調査結果 

(１) 河川の流域における動植物等調査 

 平成 25年度は相模川水系において調査を実施した。本調査は 5年ごとに実施されるため、本年度に

初めて経年データが得られ、平均スコア値、特定種の出現状況、BOD、全窒素、全燐について、第 1

期（19～23 年度）から第 2期（24年度～28年度）の経年マップを作成した。 

 

ア 平均スコア値の経年変化 

水質及び自然度の評価指標である平均スコア値の経年変化を図２に示す。相模川水系全体では、40

地点中 3 地点でやや上昇し、9 地点でやや低下していた。上昇した地点を青色、低下した地点を橙色

で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平均スコア値（ASPT）： 水質及び自然度の評価指標。底生動物に対して、耐汚濁性の強い
生物から弱い生物（科レベル）へ 1～10 のスコアを与え、採集された生物のスコアの平均値
により評価。 

 

第 1 期 19～23 年度 第 2 期 24～25 年度 

◇：県民調査による補完 

：上昇 

：低下 

図２ 平均スコア値の経年変化 
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イ 特定種の出現状況の経年変化 

きれいな水質の指標種であるカミムラカワゲラ及びヘビトンボの出現状況の経年変化を図３、４に

示す。相模川水系全体では、両種とも平野部で出現がなくなった地点が見られた。新たに出現があっ

た地点を青色、出現がなくなった地点を橙色で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

カミムラカワゲラ： 中流域から下流域の流れが緩やかな礫底に生息する。きれいな水質の指標種。 
ヘビトンボ： 上流域から中流域の礫底に生息する。きれいな水質の指標種。 
 

 

第 1 期 19～23 年度 第 2 期 24～25 年度 

：出現あり 

：出現なし 

図３ カミムラカワゲラ出現状況の経年変化 

：新たに出現 

：出現がなくなった 

第 1 期 19～23 年度 第 2 期 24～25 年度 

：出現あり 

：出現なし 

図４ ヘビトンボ出現状況の経年変化 

：新たに出現 

：出現がなくなった 
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ウ BODの経年変化 

有機汚濁の評価指標である BODの経年変化を図５に示す。相模川水系全体では、40地点中 5地点で

やや低下し、1地点でやや上昇していた。低下した地点を青色、上昇した地点を橙色で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

BOD（生物化学的酸素要求量）： 有機汚濁の評価指標。好気性微生物が一定時間（5日間）
中に水中の有機物を酸化・分解する際に消費する溶存酸素の量で、微生物に分解されにくい
有機物は含まれない。 

 

図５ BODの経年変化 

第 1 期 19～23 年度 第 2 期 24～25 年度 

：低下 

：上昇 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9C%89%E6%A9%9F%E7%89%A9
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エ 全窒素の経年変化 

富栄養化の評価指標である全窒素の経年変化を図６に示す。相模川水系全体では、40地点中 5地点

でやや低下していた。低下した地点を青色で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全窒素： 富栄養化の評価指標。無機窒素（アンモニウム性窒素、亜硝酸性窒素、硝酸性窒
素等）及び有機窒素（生物遺骸、アミノ酸、尿素等）の総量。 

 

①

 
②

 

図６ 全窒素の経年変化 

第 1 期 19～23 年度 第 2 期 24～25 年度 

：低下 
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オ 全燐の経年変化 

富栄養化の評価指標である全燐の経年変化を図７に示す。相模川水系全体では、40地点中 3地点で

やや低下し、1地点でやや上昇していた。低下した地点を青色、上昇した地点を橙色で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全燐： 富栄養化の指標。無機燐（リン酸態燐等）及び有機態燐（生物遺骸、含燐有機化合
物等）の総量。 

図７ 全燐の経年変化 

第 1 期 19～23 年度 第 2 期 24～25 年度 

：低下 

：上昇 
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(２) 県民参加型調査 

ア 応募人数 

 個人と団体合わせて延べ 399名（平成 20年度～25年度）の応募があった。 

イ 講習会等の開催 

 県民調査のサポートとして、講習会等を表２のとおり開催し、延べ 475名（平成 20年度～25年度）

の参加があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 県民調査結果 

 調査は延べ 22 地点で行われ、動植物調査結果 17地点分、水質調査結果 14地点分が提出された。 

なお、県民調査で得られたデータは年度ごとに集計し、20～23 年度の結果により第 1 期、24～28
年度の結果により第 2 期の河川の流域における動植物等調査を補完する。主な調査結果を表３に示す。 

 

年度 応 募

人数 

講習会等の開催回数及び参加延べ人数 調査実施

地点 現地研修会 室内講習会 講座 意見交換会 

H25 62 4回 34 人 4回 38人 2回 30人 2回 10人 22 

H24 84 5回 29 人 3回 28人 2回 61人 2回 5人 16 

H23 92 5回 61 人 7回 50人 開催なし 2回 8人 33 

H22 66 4回 17 人 2回 17人 開催なし 1回 3人 20 

H21 60 3回 28 人 開催なし 開催なし 1回 5人 9 

H20 35 5回 48 人 開催なし 開成なし 1回 3人 8 

年度 No. 河川名 調査地点 調査

回数 

平均スコア

推定値 ＊ 

水質ランク 

H25 １ 相模川 相模川大島キャンプ場下流 ２ 6.8 B 

２ 相模川 座架衣橋上流側 600m付近の左岸 １ 7.0 － 

３ 相模川 高田橋上流側 100m付近 １ 7.3 － 

４ 相模川 小田急線鉄橋下 １ 6.7 C 

表３ 平成 25年度県民参加型調査結果一覧 

図８ 講習会風景 
現地講習会 室内講習会 

表２ 講習会等の開催状況 
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＊ 平均スコア推定値とは、環境科学センターが指定する方法で算出した推定値。 

５ 沢井川 陣馬自然公園センター前 １ 7.8 A 

６ 道保川 東八幡橋下流 １ 7.3 C 

７ 小鮎川 三川合流 ４ 6.9 A～B 

８ 玉川 伊勢原市ふれあいの森キャンプ場 １ 7.4 A 

９ 鳩川 三川公園桜橋下流 １ 6.9 B 

10 目久尻川 一之宮第一排水路流入付近 １ 6.1 － 

11 目久尻川 岡野橋下流 １ 5.7 C 

12 川音川 川音水位観測所付近 １ 7.2 B 

13 川音川 文久橋下流 １ 8.0 B 

14 四十八瀬川 甘柿橋上流 ２ 7.0 A 

15 四十八瀬川 ミズヒ沢出合下流 長尾堰堤上流 １ 8.0 A 

16 中津川 寄（寄自然休養村 大寺橋周辺） １ 8.6 B 

17 中津川 寄 １ 7.8 A 



調査実施メッシュ 
（基準内） 

マーク 
あり 

調査実施メッシュ 
（基準超過） 

無地 調査未実施メッシュ 

地下水モニタリング（２次アウトカム） 

「公共用水域及び地下水の
水質測定結果」のメッシュ調
査結果（大気水質課）を引用 

○平成14～17年度地下水質汚染状況（水源エリアのメッシュ調査） 

○平成22～25年度地下水質汚染状況（水源エリアのメッシュ調査） 

○メッシュ調査 
  県内全域を1kmメッシュに分割し、メッシュ内に存在する井戸を一つ選び、その井戸の水質について
調査するもので、４年で一巡するように実施している（水質汚濁防止法第16条により作成した地下水質
測定計画に基づき実施する概況調査）。 

地下水の水源エリア※での汚染状況は、H14～H17が17メッシュであったのに対し、H22
～H25は3メッシュであった。 
 ※ 地下水を主要な水道水源としている、座間市、愛川町、秦野盆地、大磯丘陵、足柄平野、箱根町、真鶴町、湯河原町のこと。 

なお、   で囲った部分は 
地下水の水源エリア 

水源エリアは17メッシュ汚染

（種類は、ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ﾄﾘｸ
ﾛﾛｴﾁﾚﾝ、硝酸性窒素及び亜
硝酸性窒素） 

水源エリアは３メッシュ汚染
（種類は、硝酸性窒素及び亜
硝酸性窒素） 
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秦野市 

中井町 

○秦野市 
浄化施設の設置によりﾃﾄﾗｸﾛﾛ
ｴﾁﾚﾝの浄化対策を実施（ﾒｯｼｭ
調査でﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝは基準値内） 
 
○中井町 
植物による硝酸性窒素及び亜
硝酸性窒素の浄化対策を実施
（ﾒｯｼｭ調査で硝酸性窒素及び亜硝
酸性窒素は基準値内） 
 

水源税による汚染対策 
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S54 S56 S58 S60 S62 H元 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 

相模湖 津久井湖 アオコ異常発生ライン 

ダム湖における公共用水域水質調査（２次アウトカム） 

昭和６３年度からエアレーション
装置設置開始（相模湖） 

 全窒素及び全燐については、公共用水域及び地下水の水質測定結果からデータを引用 

○相模湖・津久井湖のアオコ(ﾐｸﾛｷｽﾁｽ)発生状況 

相模湖・津久井湖における栄養塩（ＴＮ、ＴＰ）は依然として高い状況であるが、エアレー
ションによりアオコの発生が抑制されている。 
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平成18年度の相模湖の状況 

県土整備部河川課の「第９回相模・城山ダム水質直接浄化対策
検討委員会資料」によると、平成18年度のアオコ異常発生の推定
原因は次のとおり。 

○水質調査結果 

原因 春先および秋期の気温が上昇傾向にある中で、暖
冬による流入量の減少や表層水温の上昇などの原
因が重なり、アオコ発生期間が長くなったと推定。 

○ 平成19年から水源施策を開始した。 
○ 平成20年からエアレーションの開始時期を４月 
    から３月に早めた。 

対策 

○  エアレーションについては、県土整備部河川課からの 
      委託を受け、企業庁利水課が維持管理を実施。 
 
○ 大綱においては、アオコの発生しにくい湖内環境を創造  
  する取組としてエアレーションを位置付け、汚濁負荷軽 
  減対策などの取組と併せて実施していくとしている。 

平成５年度からエアレーション 
装置設置開始（津久井湖） 

水源施策開始 

○ 平成18年度のアオコ異常発生の原因 
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５ 水源保全地域の経済的価値の評価（水源環境保全・再生施策の経済評価） 

 (1) 評価の位置付け 

  ①目的 

     施策の総合的な評価（中間評価）の取組の一つとして実施する「経済的手法に

よる施策評価」は、施策実施に伴う水源保全地域の経済的価値の向上（差分）に

ついて、経済的な手法を用いて事後評価することで、特別対策事業（税充当事

業）だけでなく、水源地域において実施される様々な関連事業（施策大綱事業）

の効果も捉えた、包括的な評価結果を得ることを目的としている。 

     また、総合的な評価の取組を進める上で、平成27年７月に開催するワークショ

ップに加え、アンケート調査により直接人々の意識を把握し、その結果を集計・

分析して評価を出す方法（表明選考法）を用いることで、より幅広い県民層が関

わる形での施策評価が可能となる。 

   ②評価対象 

総合的な評価の取組では、アウトプットを事業実績・進捗状況、１次的アウト

カムを各事業のモニタリング結果、２次的アウトカムを水環境モニタリング結果

等で見ていくこととしているが、これに加えて経済的手法による施策評価におい

て、施策大綱事業の実績や森林の多面的機能等の副次的効果も併せ見たものを対

象として、水源保全地域の経済的価値の向上（差分）の評価を行い、それらをワ

ークショップにおける討議の材料として提示する。 

   ③評価方法 

     評価方法としては、市場価格に反映されない環境サービスの変化などの価値に

関しては、支払意志額（最大支払っても構わない金額）等をアンケートにより直

接人々に尋ね、その結果を集計・分析して評価結果を出す手法である、ＣＶＭ

（仮想的市場評価法）を使って実施する。 

   ④評価結果の取扱い 

経済的手法による施策評価は、意識調査の一種であることから、あくまでもモ

ニタリング等に基づく水源環境の現場実態に即した検証を柱とし、それを補完す

るものとして実施する。 

 

 (2) 総括 

○○○については、・・・・・。 

 

(3) 調査・分析結果資料 

     別添（未作成）のとおり 

 

 



経済的価値の評価（総合評価） 

 神奈川県内の一般世
帯への郵送調査 

 標本抽出 
 県内全市町村の選
挙人名簿 

 調査主体 
 神奈川県税務課 

 調査実施時期 
 2002年9～10月 
 郵送2度督促 

 回収率 
 CVMのみ：1059／1487
通（71.2%） 

 CVM＋選択実験：1006
／1486通（67.7%） 

イメージ 

森林の価値→代替法 
水源保全地域が提供する価値→CVM 
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の維持 

安定した水 

の供給源 

基盤・調整サービス 
Habitat/Regulating  

供給サービス 
Provisioning 

生態系サービスからみた水源環境保全･再生施策 

2 

県民個人税の超過課税の支払 
（水源環境保全税） 

Payment for Ecosystem Services 

水源環境保全地域が提供する 
生態系サービスの改善 
Ecosystem services 
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６ 施策全体の目的（最終的アウトカム）による評価 

   ○○○については、・・・・・。 
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 未来ある子どもたちに引き継ぐために必要なこと   

１ 「緑のダム」を維持するために 

 （※ 調整中） 

 

２ 生物が棲める川づくり 

  P-9「生物が棲める川づくり」のとおり 

 

３ 県民の皆様に支えられて（県民参加の取組） 

   

（１）水源環境保全・再生かながわ県民会議の活動 

 県民参加の仕組みとして、有識者・関係団体・公募委員を構成員とする「水源環境

保全・再生かながわ県民会議」を設置し、特定課題を検討する２つの専門委員会と３

つの作業チームを組織し、活動している。 

 

  ①設置経緯 

県民会議 

水源環境保全・再生施策について、計画・評価・見直しの各段階に県

民意見を反映し、県民が主体的に事業に参加し、県民意見を基盤とした

施策展開を図るため、有識者、関係団体、公募委員各10名、計30人の構

成で、平成19年４月に県が設置した。 

施策調査専門委員会 

施策の進捗や効果を把握するための指標･方法、施策の点検・評価及

びそれらの県民への情報提供に関することを所掌事項とし、学識経験者

を委員として平成19年５月に設置した。 

市民事業専門委員会 
ＮＰＯ等が行う事業を支援する仕組みの検討を所掌事項とし、学識

経験者を中心に平成19年５月に設置した。 

県民フォーラム 

チーム 

水源環境の現状や保全・再生施策の状況を周知するとともに、県民

意見を幅広く収集することを目的に、地域選出の公募委員を中心に企

画･実施するもので、19年度に設置を決定した。 

事業モニターチーム 

12の特別対策事業を県民の目線でモニターし、その結果を発信する

ことを目的に、公募委員を中心に企画・実施するもので、19年度に設

置を決定した。 

森林の保全・再生事業を担当する森チームと、水源の保全・再生事

業を担当する水チームの２チームを、公募委員を中心に編成した。 

コミュニケーション 

チーム 

施策の実施状況・評価等について、分かりやすく県民へ情報を提供す

る手法などを検討するため、平成19年８月に公募委員を中心に結成し

た。 

 

②県民会議の主な議題・活動 

  平成19年度 

第１回 H19. 5.16 設置要綱等会議運営方針の決定、２つの専門委員会の設置 

第２回 H19. 7.31 ２つの専門委員会と公募委員の関係整理、県民フォーラムの開催決定 

第３回 H19.11.22 市民事業支援制度の中間報告書を承認、県民会議の全体像議論 

 H19.12. 4 「市民事業支援制度中間報告書」知事へ報告 

第４回 H20. 2.14 市民事業支援制度の最終報告書を承認、県民フォーラム意見取りまとめ、

事業モニターチーム設置、ニュースレター発行決定 

 H20. 2.19 「市民事業支援制度最終報告書」知事へ報告 
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  平成20年度 

 H20. 5.15 「県民フォーラム意見報告書-19年度-」知事へ報告 

第５回 H20. 5.26 市民事業支援制度の開始、各委員会、チームの活動方針・状況 

第６回 H20. 9.11 県民フォーラム意見取りまとめ、次回フォーラム協議、県民フォーラム意

見への県の回答 

第７回 H20.11.27 点検表(仮称)検討状況報告、市民事業等報告書を承認、県HPに関する検証

結果報告 

 H20.12.18 「市民事業等支援制度報告書」及び「県民フォーラム意見報告書-20年度-

」知事へ報告 

第８回 H21. 3.27 本点検結果報告書、県民フォーラム意見への県の回答、県HP及び市民事業

に関する県の対応状況 

  平成21年度 

第９回 H21. 5.29 第２期座長等の選任、県民意見の集約・県民への情報提供 

第10回 H21. 8. 3 各専門委員会の検討状況の報告、県の広報活動の取組など 

－ H21.10.21 山梨県内桂川流域現地調査 

第11回 H21.11.26 各専門委員会の検討状況の報告、次期実行５か年計画に関する意見の検討

など 

第12回 H22. 3. 8 各専門委員会の検討状況の報告、次期実行５か年計画に関する意見の検討

など 

  平成22年度 

第13回 H22. 5.31 次期実行５か年計画に関する意見書、第７回・第８回県民フォーラム意見

報告書の承認など 

第14回 H22. 8.12 現行５か年計画の課題と対応方向の検討、各専門委員会の検討状況の報告

など 

第15回 H22.11.15 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供、県

民会議の機能強化の検討 

平成23年度 

第16回 H23. 5.30 市民事業専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提

供、事業評価ワーキンググループの検討状況の報告、情報提供等ワーキン

ググループの設置 

第17回 H23. 8. 1 「市民事業等支援制度報告書」知事へ報告、施策調査専門委員会の検討状

況の報告、事業評価ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ・情報提供等ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの検討状況の

中間報告など 

第18回 H23.11. 7 施策調査専門委員会の検討状況の報告、事業評価ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ・情報提供

等ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの検討状況の最終報告など 

第19回 H24. 3.26 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供、第

３期県民会議への引継事項など 

平成24年度 

第20回 H24. 5.30 第３期座長等の選任、第２期県民会議からの引継事項、平成24年度活動ス

ケジュールなど 

第21回 H24. 8. 3 各専門委員会の検討状況の報告、平成24年度作業チームの活動方向など 

第22回 H24.11.14 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供など 

第23回 H25. 3.25 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供、

「点検結果報告書」の提出など 

平成25年度 

第24回 H25. 5.28 市民事業支援補助金の平成24年度実績、25年度交付決定状況、県民意見の

集約・県民への情報提供など 

第25回 H25. 8.29 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供など 

第26回 H25.11.22 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供など 

第27回 H26. 3.27 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供、

「点検結果報告書」の提出、第４期県民会議への引継事項など 

 



－3 

 

③県民フォーラム開催状況 

 開催地域 開催日 開催地 参加者数 意見数 

 平成19年度     

第１回 県西地域 H19.10.23(火) 山北町 250名 77件 

第２回 県北地域 H20. 1.17(木) 相模原市 182名 54件 

第３回 県央・湘南地域 H20. 3.23(日) 秦野市 110名 38件 

 平成20年度     

第４回 横須賀・三浦地域 H20. 5.16(金) 横須賀市 74名 17件 

第５回 横浜・川崎地域 H20. 7.31(木) 横浜市 91名 29件 

第６回 （総括） H21. 2.11(水) 相模原市 326名 88件 

 平成21年度     

第７回 横浜・川崎地域 H22. 1.26(火) 横浜市 205名 55件 

第８回 県央・湘南地域 H22. 2.27(土) 藤沢市 131名 71件 

平成22年度    

第９回 県西地域 H22. 7.29(木) 小田原市 105名 40件 

第10回 山梨県 H22. 9. 4(土) 山梨県大月市 142名 34件 

第11回 川崎・横浜地域 H22.10.24(日) 川崎市 102名 19件 

第12回 湘南・県央地域 H23. 2. 6(日) 伊勢原市 122名 34件 

 平成23年度 

第13回 （大規模） H23. 8.27(土) 横浜市 361名 119件 

第14回 相模原地域 H24. 3. 4(日) 相模原市 123名 52件 

 平成24年度 

第15回 横浜・川崎地域 H24.10.23(火) 横浜市 ※620名 15件 

第16回 相模原地域 H24.11.24(土) 相模原市 268名 34件 

第17回 横浜・川崎地域 H25. 3.16(土) 横浜市 ※1,172

名 

129件 

 平成25年度 

第18回 県西地域 H25. 5.25(土) 小田原市 ※375名 68件 

第19回 横浜・川崎地域 H25. 8. 9(金) 

      10(土) 

横浜市 ※261名 97件 

第20回 相模原地域 H25.11. 9(土) 相模原市 ※64名 30件 

第21回 横浜・川崎地域 H26. 2.22(土) 横浜市 ※524名 109件 

※ アンケート回答者数 

 

④事業モニター実施状況 

 実施日 対象事業 実施場所 

  平成20年度  

森 

H20. 5.17(土) 地域水源林整備の支援 秦野市 

H20. 9.10(水) 水源の森林づくり事業の推進 山北町 

 間伐材の搬出促進 秦野市 

H20.10.30(木) 丹沢大山の保全・再生対策 清川村 

H21. 2. 9(月) 渓畔林整備事業 清川村 

水 

H20. 5.21(水) 河川・水路における自然浄化対策の推進 小田原市、開成

町 

H20. 9. 5(金) 県内ダム集水域における公共下水道、合併処理浄化

槽の整備促進 

相模原市 

H20.10.28(火) 地下水保全対策の推進 座間市 

 河川・水路における自然浄化対策の推進 厚木市 

H21. 1.18(日) 市民事業支援制度 山北町、大井町 

  平成21年度  

森 H21.10.16(金) 丹沢大山の保全・再生対策 清川村 



－4 

 

H21.12.21(月) 渓畔林整備事業 山北町 

 地域水源林整備の支援 中井町 

H22. 2.10(水) 水源の森林づくり事業の推進 厚木市 

 間伐材の搬出促進 秦野市 

水 

H21. 9. 7(月) 県内ダム集水域における公共下水道、合併処理浄化

槽の整備促進 

相模原市 

H21.12.17(木) 河川・水路における自然浄化対策の推進 相模原市、厚木

市 

H22. 2. 8(月) 地下水保全対策の推進 秦野市 

平成22年度 

森 

H22. 9. 8(水) 丹沢大山の保全・再生対策 清川村 

H22.10.19(火) 地域水源林整備の支援 相模原市、清川

村 

水 

H22. 8. 6(金) 河川・水路における自然浄化対策の推進 小田原市、開成

町 

H22. 9.15(水) 地下水保全対策の推進 中井町、開成町 

平成23年度 

森 

H23. 8. 8(月) 水源の森林づくり事業の推進 山北町 

間伐材の搬出促進 秦野市 

H23.11. 9(水) 丹沢大山の保全・再生対策 清川村 

渓畔林整備事業 

H23.11.30(水) 水源の森林づくり事業の推進（かながわ森林塾） 松田町 

地域水源林整備の支援 箱根町 

水 

H23. 9.12(月) 河川・水路における自然浄化対策の推進 相模原市 

H24. 2.23(木) 河川・水路における自然浄化対策の推進 大井町、南足柄

市 

平成24年度 

森 

関

係 

H24.11. 7(水) 
水源の森林づくり事業の推進 山北町 

渓畔林整備事業 山北町 

H24.12. 6(木) 
水源の森林づくり事業の推進 相模原市 

地域水源林整備の支援 相模原市 

水 

関

係 

H25. 2. 8(金) 

河川・水路における自然浄化対策の推進 厚木市 

地下水保全対策の推進 秦野市 

平成25年度 

森 

関

係 

H25. 8.26(月) 
水源の森林づくり事業の推進 

秦野市、清川村 
丹沢大山の保全・再生対策 

H25.11.29(金) 水源の森林づくり事業の推進 山北町 

水 

関

係 

H25.10.17(木) 

県内ダム集水域における公共下水道、合併処理浄化

槽の 

整備促進 

相模原市 

他 H26. 1.20(月) 相模川水系上流域対策の推進 山梨県大月市 

 

⑤ニュースレター発行状況 

号 発行日 タイトル 

  平成20年度 

１ H20. 7.18(金) 里山整備に注ぐパワーはすごい 

２ H20. 7.31(木) メダカも喜ぶ河川整備 

３ H20.11. 4(火) ダム集水域の流入水をきれいに 

４ H20.11.20(木) 活動しています！水源環境保全・再生かながわ県民会議 

５ H20.12. 5(金) 育林、整備、伐採、そして流通の現場を見る 
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６ H20.12.15(月) 地下水も郊外河川もきれいに 

７ H20.12.25(木) 水源環境の保全に取り組む市民活動を応援します！ 

８ H21. 1.22(木) 丹沢大山の自然をよみがえらせ水源を守ろう 

９ H21. 3. 3(火) 県民もがんばる水源環境保全・再生の取組み 

10 H21. 3.18(水) 渓畔林は森から川への恵みの移行ゾーン 

11 H21. 3.27(金) 水源地・森林再生の第２ステージに向けて 

  平成21年度 

12 H21. 8. 3(月) 第２期水源環境保全・再生かながわ県民会議がスタートしました！ 

13 H21.10.20(火) 順調に進む県内ダム集水域の生活排水対策 

14 H21.12.21(月) 県民の大切な水資源、丹沢大山の森林荒廃を防ぐ 

15 H22. 2.22(月) 各地で進む水源環境の保全・再生 

16 H22. 3.29(月) 「活力ある森づくり」と「安全でおいしい地下水の保全」 

平成22年度 

17 H22. 9.22(水) 生態系に配慮した整備・改修、直接浄化対策の用排水路 

18 H22.10.29(金) シカの管理と森林整備で水源地を守ろう！ 

19 H22.11.30(火) おいしく安全な地下水を守るために 

20 H23. 1.17(月) 水源環境の保全・再生はみんなの力で！ 

21 H23. 3.11(金) 地域の水源林を守る！ 

平成23年度 

22 H23. 7.28(木) 水源環境保全・再生に取り組む現場を見学しました！ 

23 H23.10.28(金) いのち輝く水を次世代に引き継ぐために 

－第13回水源環境保全・再生かながわ県民フォーラムを開催しました－ 

24 H24. 1.26(木) 着実に進む水源環境保全・再生への取組 

－平成23年４つの現場をモニターしました！－ 

25 H24. 3.14(水) 水源環境保全税を活用した保全・再生への新たな取組 

－第２期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画がスタートします

－ 

平成24年度 

より県民に手に取ってもらえる広報物を発行していく観点から、従来のニュースレターに代

わる新たなリーフレット「森は水のふるさと」を作成した。読者として小学校高学年以上とそ

の保護者を想定し、家庭で使用されている水道水の源まで遡りながら、森と水の関係や森の働

きなど基本的な事柄を分かりやすく説明する内容となっている。 

平成25年度 

前年度に作成した「森は水のふるさと」と同様のリーフレット形式で、「支えよう！かなが

わの森と水」を発行した。既存のパンフレット「水源環境保全・再生をめざして」の内容を基

本として、水源環境保全・再生施策のねらいや取組内容、成果について、県民の方、特に小学

生にも親しみを持って理解してもらうことをねらいとして作成した。 
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県民会議「第１期実行５か年計画（平成19年度～23年度）の活動実績 

体制 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 
５か年計画
上の体制・

活動 

県民会議 

４回実施 
・県民会議の活動・体
制の検討、決定 

・各委員会等の報告に
基づき知事に提言・
報告 

４回実施 
・各委員会等の報告

に基づき知事に提
言・報告 

４回実施 
・第２期委員県民会議
が開始 

・山梨県内桂川流域現
地調査 

３回（ほか懇談会１
回） 
・第２期計画に関する
意見書の提出 

４回実施 
・第２期計画案の報告 
・県民会議委員の改選
についての報告 

推進 
委員会 

施策調査 
専門委員会 

３回実施 
・各事業の評価の流れ

図の整理 
・モニタリング調査方
法の検討 

４回実施 
・モニタリング調査
方法に対する意見 

・点検結果報告書(19
年度版)の作成 

５回実施 
・モニタリング調査方
法に対する意見 

・点検結果報告書(20
年度版)の作成 

３回実施 
・第２期計画に関する
意見書原案の検討 

・点検結果報告書(21
年度版)の作成 

４回実施 
・森林生態系の効果把
握のあり方の検討 

・点検結果報告書(22
年度版)の作成 

部会 
施策の 
評価・計画 
の見直し 

市民事業 
専門委員会 

６回実施 
・市民事業支援制度の
検討 

７回実施 
・支援制度の検証・

見直し 
・財政的支援以外の  
 検討 

５回実施 
・支援制度の検証・見
直し 

・財政支援以外の検討
（市民事業交流会） 

９回実施 
・支援制度の評価・改
善の検討 

・財政支援以外の検討
（市民事業交流会） 

５回実施 
・支援制度の改定 
・財政支援以外の検討
（市民事業交流会） 

部会 
市民事業 
の推進 

県民 
フォーラム 

３回実施 
・参加者542人 
・意見169件 

３回実施 
・参加者491人 
・意見134件 

２回実施 
・参加者336人 
・意見126件 

４回実施 
（うち山梨県開催１
回） 
・参加者471人 
・意見127件 

２回実施 
・参加者484人 
・意見171件 

総会 
(ﾌｫｰﾗﾑ) 
普及・啓発 

事業 
モニター 

 
・モニター方法の検討 
・情報提供方法の検討 

８回実施 
・森チーム４回 
・水チーム４回 

６回実施 
・森チーム３回 
・水チーム３回 

４回実施 
・森チーム２回 
・水チーム２回 

５回実施 
・森チーム３回 
・水チーム２回 

部会 
情報公開 

ニュース 
レター 

(ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾁｰﾑ) 
・県広報に対する評価 
・県民会議の広報の検   
 討 

11回発行 
(ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾁｰﾑ) 
・県ＨＰの改善策の
検討 

５回発行 ５回発行 ４回発行 
部会 
情報公開 

市民事業 
支援補助金 

 交付確定 
20団体35事業 
7,789,000円 

交付確定 
21団体40事業 
8,504,000円 

交付確定 
23団体37事業 
8,778,000円 

交付確定 
20団体28事業 
5,935,000円 

市民事業 
等の支援 
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県民会議「第２期実行５か年計画（平成24年度～26年度）の活動実績 

体制 平成24年度 平成25年度 平成26年度 
５か年計画 
上の体制・ 

活動 

県民会議 

４回実施 
・第３期委員県民会

議が開始 
・各委員会等の報告
に基づき知事に提
言・報告 

４回実施 
・各委員会等の報告
に基づき知事に提
言・報告 

４回実施 
・各委員会等の報告
に基づき知事に提
言・報告 

推進委員会 

施策調査 
専門委員会 

４回実施 
・点検結果報告書(23
年度・第１期５か
年実績版)の作成 

・森林生態系効果把
握手法等の検討 

４回実施 
・点検結果報告書
(第２期・平成24
年度実績版)の作
成 

５回実施 
・点検結果報告書(第

２期・平成25年度
実績版)の作成 

部会 
施策の評価・計
画の見直し 

市民事業 
専門委員会 

５回実施 
・市民事業支援制度
の検討 

・財政支援以外の検
討（市民事業交流
会） 

６回実施 
・市民事業支援制度
の検討 

・財政支援以外の検
討（市民事業交流
会） 

７回実施 
・市民事業支援制度
の検討 

・財政支援以外の検
討（市民事業交流
会） 

部会 
市民事業の推進 

県民フォーラ
ム 

３回実施 
・参加者2,062人 
・意見178件 

４回実施 
・参加者1,224人 
・意見304件 

３回実施 
・参加者934人 
・意見206件 

総会 
(ﾌｫｰﾗﾑ) 
普及・啓発 

事業モニター 

３回実施 
・森林関係２回 
・水関係１回 
（このほか施策の現
場説明会を１回実
施） 

４回実施 
・森林関係２回 
・水関係１回 
・相模川水系上流域
対策１回 

（このほか施策の現
場説明会を１回実
施） 

４回実施 
・森林関係２回 
・水関係１回 
・相模川水系上流域
対策１回 

（このほか施策の現
場説明会を１回実
施） 

部会 
情報公開 

広報資料 

リーフレット「森は
水のふるさと」の発
行・配布 

・ﾘｰﾌﾚｯﾄ「森は水の
ふるさと」の配布
13,594部 

・ﾘｰﾌﾚｯﾄ「支えよ
う！かながわの森
と水」の発行・配
布 

・ﾘｰﾌﾚｯﾄ「森は水の
ふるさと」の配布
9,152部 

・ﾘｰ ﾌ ﾚ ｯ ﾄ「支えよ
う！かながわの森
と水」の配布 
9,595部 

部会 
情報公開 

市民事業 
支援補助金 

交付確定 
23団体35事業 
9,728,000円 

交付確定 
22団体35事業 
9,043,000円 

交付確定 
●団体●事業 
●●円 

市民事業等の支
援 

 

 

（２）市民団体の活動支援 

 平成19年度に水源環境保全・再生かながわ県民会議の市民事業等審査専門委員会

（当時）が、県内団体へのアンケート調査やヒアリング、県民会議委員の意見などを

基に市民事業支援制度の検討を行い、平成19年12月及び20年２月に報告書を知事に提

出した。この報告に基づき、県は市民事業支援補助金制度を創設し、平成20年度から

開始した。 
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市民事業支援補助金のこれまでの実績 

年度 
交付団体数 

及び事業数 
交付金額 事業の内容 事業実績 

平成 

20年度 
20団体35事業 7,789千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 21事業 5,307千円 

森林の保全・再生以外の事業、資機材の購入 3事業 1,300千円 

普及啓発教育事業 7事業 776千円 

調査研究事業 4事業 406千円 

延べ活動日数 283日 

延べ参加人数 4,080人 

延べ森林整備面積 14.47ha 

21年度 21団体40事業 8,504千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 25事業 5,882千円 

森林の保全・再生以外の事業、資機材の購入 5事業 1,513千円 

普及啓発教育事業 7事業 766千円 

調査研究事業 3事業 343千円 

延べ活動日数 376日 

延べ参加人数 5,319人 

延べ森林整備面積 19.68ha 

22年度 23団体37事業 8,778千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 22事業 5,066千円 

森林の保全・再生以外の事業、資機材の購入 6事業 2,374千円 

普及啓発教育事業 8事業 914千円 

調査研究事業 1事業 424千円 

延べ活動日数 465日 

延べ参加人数 4,939人 

延べ森林整備面積 23.36ha 

23年度 20団体28事業 5,935千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 18事業 4,074千円 

森林の保全・再生以外の事業、資機材の購入 3事業 1,008千円 

普及啓発教育事業 4事業 552千円 

調査研究事業 3事業 301千円 

延べ活動日数 389日 

延べ参加人数 4,235人 

延べ森林整備面積 22.72ha 

24年度 23団体35事業 9,728千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 19事業 3,853千円 

間伐材の利活用促進事業 4事業 2,219千円 

河川・地下水の保全・再生事業、資機材の購入 2事業 387千円 

普及啓発教育事業 9事業 1,381千円 

調査研究事業 1事業 29千円 

延べ活動日数 570日 

延べ参加人数 6,870人 

延べ森林整備面積 23ha 

25年度 22団体35事業 9,043千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 19事業 4,475千円 

間伐材の利活用促進事業 4事業 1,974千円 

河川・地下水の保全・再生事業、資機材の購入 2事業 549千円 

普及啓発教育事業、資機材の購入 10事業 2,045千円 

延べ活動日数 625日 

延べ参加人数 43,851人 

延べ森林整備面積 24ha 

26年度 ●団体●事業 ●●千円   

合計 129団体210事業 49,777千円  延べ活動日数 2,708日 

延べ参加人数 69,294人 

延べ森林整備面積127.23ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ コ・ラ・ム ～市民活動こそが、水源環境保全・再生の取組の出発点～ ＞ 

市民事業専門委員会に関わって、自然豊かな環境が変化していくことを憂い、森林や河川

の保全に取り組む市民団体の方々を知った。豊かな自然が失われていくことへの危惧、身近

な環境を良くしたいという思いが地道な活動に繋がっている。その姿をこれまで幾度となく

見てきており、本当に頭の下がる思いである。 

活動場所はそれぞれ違うが、団体間の交流・連携をより深めることが、市民活動のさらな

る発展へとなり、そのためのツール作りも重要である。活動する中で直面する課題につい

て、現場で経験を重ねてきた者同士であればこそ、互いを認め合い、率直に語り合え、解決

に向けた手掛かりも見つかるのではないか。 

水源環境保全・再生のためには、地道な取組の継続が肝要であるが、まさにそれを実践し

ているのが市民団体の方々であり、県民参加型税制の理念を受け継ぐこの施策の原点とも言

える。行政による取組には自ずと限界があり、市民の果たす役割は大きい。次世代のために

も、自分たちで環境を守っていくという気概を持ち、実行していくことが大切である。 

   （神奈川県政モニターＯＢ会副会長 増田 清美（市民事業専門委員会委員長）） 
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 未来ある子どもたちに引き継ぐために必要なこと   

１ 「緑のダム」を維持するために 

 森林管理において、森林の「緑のダム」機能の維持・強化の指標となるのは、木材

の搬出量ではなく間伐面積であり、搬出量を増やすことと、間伐面積を増やすことは、

トレード・オフの関係にあるとされる。これは、間伐材の搬出には手間がかかり、搬

出しない場合と比較すると、その分だけ同じ労働力によって間伐できる面積は小さく

なるためである。 

 流域における森林管理は、このようなトレード・オフの関係を認識し、立地条件別

に科学的・合理的に行うことが望ましく、木材生産重視の森林と緑のダム機能重視の

森林を区分し、緑のダム機能重視の森林の管理方式を確立していくこと、木材生産重

視の森林において、緑のダム機能が維持できる木材生産方式を確立していくことが、

下流域の水害や水不足に対する安心・安全の確保や、持続可能な下流域と上流域の共

存共栄のために必要との学識者の指摘がなされている。 

 神奈川県では、平成６年３月に策定した「かながわ森林プラン」、さらに平成14年

12月に策定した地域森林計画により、林道から200ｍ以内の森林資源として活用可能

な人工林と、200ｍ以上離れた人工林や高標高域の自然林など、水源かん養等の公益

的機能を高度に発揮する水源林として保全・再生を図っていく森林について、標高や

森林構成などの条件に応じてゾーニングを行い、各森林ゾーンにおいて重視すべき機

能と目指すべき姿を明確にしている。 

それぞれの特性に応じた森林づくりを進めながら、全体としては水源林として保

全・再生を図っていくことで「緑のダム」機能を維持し、かながわの水が将来にわた

り、良質かつ安定的に確保されていくことにつながるのではないか。 

  

参考文献 

蔵治光一郎・五名美江(2015),「森林の保水力と緑のダム機能」『社会的共通資本としての

森』,pp.49-66 

 

 

２ 生物が棲める川づくり 

  P-2「生物が棲める川づくり」のとおり 
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３ 県民の皆様に支えられて（県民参加の取組） 

   

（１）水源環境保全・再生かながわ県民会議の活動 

 県民参加の仕組みとして、有識者・関係団体・公募委員を構成員とする「水源環境

保全・再生かながわ県民会議」を設置し、特定課題を検討する２つの専門委員会と３

つの作業チームを組織し、活動している。 

 

  ①設置経緯 

県民会議 

水源環境保全・再生施策について、計画・評価・見直しの各段階に県

民意見を反映し、県民が主体的に事業に参加し、県民意見を基盤とした

施策展開を図るため、有識者、関係団体、公募委員各10名、計30人の構

成で、平成19年４月に県が設置した。 

施策調査専門委員会 

施策の進捗や効果を把握するための指標･方法、施策の点検・評価及

びそれらの県民への情報提供に関することを所掌事項とし、学識経験者

を委員として平成19年５月に設置した。 

市民事業専門委員会 
ＮＰＯ等が行う事業を支援する仕組みの検討を所掌事項とし、学識

経験者を中心に平成19年５月に設置した。 

県民フォーラム 

チーム 

水源環境の現状や保全・再生施策の状況を周知するとともに、県民

意見を幅広く収集することを目的に、地域選出の公募委員を中心に企

画･実施するもので、19年度に設置を決定した。 

事業モニターチーム 

12の特別対策事業を県民の目線でモニターし、その結果を発信する

ことを目的に、公募委員を中心に企画・実施するもので、19年度に設

置を決定した。 

森林の保全・再生事業を担当する森チームと、水源の保全・再生事

業を担当する水チームの２チームを、公募委員を中心に編成した。 

コミュニケーション 

チーム 

施策の実施状況・評価等について、分かりやすく県民へ情報を提供す

る手法などを検討するため、平成19年８月に公募委員を中心に結成し

た。 

 

②県民会議の主な議題・活動 

  平成19年度 

第１回 H19. 5.16 設置要綱等会議運営方針の決定、２つの専門委員会の設置 

第２回 H19. 7.31 ２つの専門委員会と公募委員の関係整理、県民フォーラムの開催決定 

第３回 H19.11.22 市民事業支援制度の中間報告書を承認、県民会議の全体像議論 

 H19.12. 4 「市民事業支援制度中間報告書」知事へ報告 

第４回 H20. 2.14 市民事業支援制度の最終報告書を承認、県民フォーラム意見取りまとめ、

事業モニターチーム設置、ニュースレター発行決定 

 H20. 2.19 「市民事業支援制度最終報告書」知事へ報告 

  平成20年度 

 H20. 5.15 「県民フォーラム意見報告書-19年度-」知事へ報告 

第５回 H20. 5.26 市民事業支援制度の開始、各委員会、チームの活動方針・状況 

第６回 H20. 9.11 県民フォーラム意見取りまとめ、次回フォーラム協議、県民フォーラム意

見への県の回答 

第７回 H20.11.27 点検表(仮称)検討状況報告、市民事業等報告書を承認、県HPに関する検証

結果報告 

 H20.12.18 「市民事業等支援制度報告書」及び「県民フォーラム意見報告書-20年度-

」知事へ報告 
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第８回 H21. 3.27 本点検結果報告書、県民フォーラム意見への県の回答、県HP及び市民事業

に関する県の対応状況 

  平成21年度 

第９回 H21. 5.29 第２期座長等の選任、県民意見の集約・県民への情報提供 

第10回 H21. 8. 3 各専門委員会の検討状況の報告、県の広報活動の取組など 

－ H21.10.21 山梨県内桂川流域現地調査 

第11回 H21.11.26 各専門委員会の検討状況の報告、次期実行５か年計画に関する意見の検討

など 

第12回 H22. 3. 8 各専門委員会の検討状況の報告、次期実行５か年計画に関する意見の検討

など 

  平成22年度 

第13回 H22. 5.31 次期実行５か年計画に関する意見書、第７回・第８回県民フォーラム意見

報告書の承認など 

第14回 H22. 8.12 現行５か年計画の課題と対応方向の検討、各専門委員会の検討状況の報告

など 

第15回 H22.11.15 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供、県

民会議の機能強化の検討 

平成23年度 

第16回 H23. 5.30 市民事業専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提

供、事業評価ワーキンググループの検討状況の報告、情報提供等ワーキン

ググループの設置 

第17回 H23. 8. 1 「市民事業等支援制度報告書」知事へ報告、施策調査専門委員会の検討状

況の報告、事業評価ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ・情報提供等ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの検討状況の

中間報告など 

第18回 H23.11. 7 施策調査専門委員会の検討状況の報告、事業評価ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ・情報提供

等ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの検討状況の最終報告など 

第19回 H24. 3.26 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供、第

３期県民会議への引継事項など 

平成24年度 

第20回 H24. 5.30 第３期座長等の選任、第２期県民会議からの引継事項、平成24年度活動ス

ケジュールなど 

第21回 H24. 8. 3 各専門委員会の検討状況の報告、平成24年度作業チームの活動方向など 

第22回 H24.11.14 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供など 

第23回 H25. 3.25 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供、

「点検結果報告書」の提出など 

平成25年度 

第24回 H25. 5.28 市民事業支援補助金の平成24年度実績、25年度交付決定状況、県民意見の

集約・県民への情報提供など 

第25回 H25. 8.29 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供など 

第26回 H25.11.22 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供など 

第27回 H26. 3.27 各専門委員会の検討状況の報告、県民意見の集約・県民への情報提供、

「点検結果報告書」の提出、第４期県民会議への引継事項など 

 

③県民フォーラム開催状況 

 開催地域 開催日 開催地 参加者数 意見数 

 平成19年度     

第１回 県西地域 H19.10.23(火) 山北町 250名 77件 

第２回 県北地域 H20. 1.17(木) 相模原市 182名 54件 

第３回 県央・湘南地域 H20. 3.23(日) 秦野市 110名 38件 

 平成20年度     

第４回 横須賀・三浦地域 H20. 5.16(金) 横須賀市 74名 17件 

第５回 横浜・川崎地域 H20. 7.31(木) 横浜市 91名 29件 
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第６回 （総括） H21. 2.11(水) 相模原市 326名 88件 

 平成21年度     

第７回 横浜・川崎地域 H22. 1.26(火) 横浜市 205名 55件 

第８回 県央・湘南地域 H22. 2.27(土) 藤沢市 131名 71件 

平成22年度    

第９回 県西地域 H22. 7.29(木) 小田原市 105名 40件 

第10回 山梨県 H22. 9. 4(土) 山梨県大月市 142名 34件 

第11回 川崎・横浜地域 H22.10.24(日) 川崎市 102名 19件 

第12回 湘南・県央地域 H23. 2. 6(日) 伊勢原市 122名 34件 

 平成23年度 

第13回 （大規模） H23. 8.27(土) 横浜市 361名 119件 

第14回 相模原地域 H24. 3. 4(日) 相模原市 123名 52件 

 平成24年度 

第15回 横浜・川崎地域 H24.10.23(火) 横浜市 ※620名 15件 

第16回 相模原地域 H24.11.24(土) 相模原市 268名 34件 

第17回 横浜・川崎地域 H25. 3.16(土) 横浜市 ※1,172

名 

129件 

 平成25年度 

第18回 県西地域 H25. 5.25(土) 小田原市 ※375名 68件 

第19回 横浜・川崎地域 H25. 8. 9(金) 

      10(土) 

横浜市 ※261名 97件 

第20回 相模原地域 H25.11. 9(土) 相模原市 ※64名 30件 

第21回 横浜・川崎地域 H26. 2.22(土) 横浜市 ※524名 109件 

※ アンケート回答者数 

 

④事業モニター実施状況 

 実施日 対象事業 実施場所 

  平成20年度  

森 

H20. 5.17(土) 地域水源林整備の支援 秦野市 

H20. 9.10(水) 水源の森林づくり事業の推進 山北町 

 間伐材の搬出促進 秦野市 

H20.10.30(木) 丹沢大山の保全・再生対策 清川村 

H21. 2. 9(月) 渓畔林整備事業 清川村 

水 

H20. 5.21(水) 河川・水路における自然浄化対策の推進 小田原市、開成

町 

H20. 9. 5(金) 県内ダム集水域における公共下水道、合併処理浄化

槽の整備促進 

相模原市 

H20.10.28(火) 地下水保全対策の推進 座間市 

 河川・水路における自然浄化対策の推進 厚木市 

H21. 1.18(日) 市民事業支援制度 山北町、大井町 

  平成21年度  

森 

H21.10.16(金) 丹沢大山の保全・再生対策 清川村 

H21.12.21(月) 渓畔林整備事業 山北町 

 地域水源林整備の支援 中井町 

H22. 2.10(水) 水源の森林づくり事業の推進 厚木市 

 間伐材の搬出促進 秦野市 

水 

H21. 9. 7(月) 県内ダム集水域における公共下水道、合併処理浄化

槽の整備促進 

相模原市 

H21.12.17(木) 河川・水路における自然浄化対策の推進 相模原市、厚木

市 

H22. 2. 8(月) 地下水保全対策の推進 秦野市 
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平成22年度 

森 

H22. 9. 8(水) 丹沢大山の保全・再生対策 清川村 

H22.10.19(火) 地域水源林整備の支援 相模原市、清川

村 

水 

H22. 8. 6(金) 河川・水路における自然浄化対策の推進 小田原市、開成

町 

H22. 9.15(水) 地下水保全対策の推進 中井町、開成町 

平成23年度 

森 

H23. 8. 8(月) 水源の森林づくり事業の推進 山北町 

間伐材の搬出促進 秦野市 

H23.11. 9(水) 丹沢大山の保全・再生対策 清川村 

渓畔林整備事業 

H23.11.30(水) 水源の森林づくり事業の推進（かながわ森林塾） 松田町 

地域水源林整備の支援 箱根町 

水 

H23. 9.12(月) 河川・水路における自然浄化対策の推進 相模原市 

H24. 2.23(木) 河川・水路における自然浄化対策の推進 大井町、南足柄

市 

平成24年度 

森 

関

係 

H24.11. 7(水) 
水源の森林づくり事業の推進 山北町 

渓畔林整備事業 山北町 

H24.12. 6(木) 
水源の森林づくり事業の推進 相模原市 

地域水源林整備の支援 相模原市 

水 

関

係 

H25. 2. 8(金) 

河川・水路における自然浄化対策の推進 厚木市 

地下水保全対策の推進 秦野市 

平成25年度 

森 

関

係 

H25. 8.26(月) 
水源の森林づくり事業の推進 

秦野市、清川村 
丹沢大山の保全・再生対策 

H25.11.29(金) 水源の森林づくり事業の推進 山北町 

水 

関

係 

H25.10.17(木) 

県内ダム集水域における公共下水道、合併処理浄化

槽の 

整備促進 

相模原市 

他 H26. 1.20(月) 相模川水系上流域対策の推進 山梨県大月市 

 

⑤ニュースレター発行状況 

号 発行日 タイトル 

  平成20年度 

１ H20. 7.18(金) 里山整備に注ぐパワーはすごい 

２ H20. 7.31(木) メダカも喜ぶ河川整備 

３ H20.11. 4(火) ダム集水域の流入水をきれいに 

４ H20.11.20(木) 活動しています！水源環境保全・再生かながわ県民会議 

５ H20.12. 5(金) 育林、整備、伐採、そして流通の現場を見る 

６ H20.12.15(月) 地下水も郊外河川もきれいに 

７ H20.12.25(木) 水源環境の保全に取り組む市民活動を応援します！ 

８ H21. 1.22(木) 丹沢大山の自然をよみがえらせ水源を守ろう 

９ H21. 3. 3(火) 県民もがんばる水源環境保全・再生の取組み 

10 H21. 3.18(水) 渓畔林は森から川への恵みの移行ゾーン 

11 H21. 3.27(金) 水源地・森林再生の第２ステージに向けて 

  平成21年度 

12 H21. 8. 3(月) 第２期水源環境保全・再生かながわ県民会議がスタートしました！ 

13 H21.10.20(火) 順調に進む県内ダム集水域の生活排水対策 
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14 H21.12.21(月) 県民の大切な水資源、丹沢大山の森林荒廃を防ぐ 

15 H22. 2.22(月) 各地で進む水源環境の保全・再生 

16 H22. 3.29(月) 「活力ある森づくり」と「安全でおいしい地下水の保全」 

平成22年度 

17 H22. 9.22(水) 生態系に配慮した整備・改修、直接浄化対策の用排水路 

18 H22.10.29(金) シカの管理と森林整備で水源地を守ろう！ 

19 H22.11.30(火) おいしく安全な地下水を守るために 

20 H23. 1.17(月) 水源環境の保全・再生はみんなの力で！ 

21 H23. 3.11(金) 地域の水源林を守る！ 

平成23年度 

22 H23. 7.28(木) 水源環境保全・再生に取り組む現場を見学しました！ 

23 H23.10.28(金) いのち輝く水を次世代に引き継ぐために 

－第13回水源環境保全・再生かながわ県民フォーラムを開催しました－ 

24 H24. 1.26(木) 着実に進む水源環境保全・再生への取組 

－平成23年４つの現場をモニターしました！－ 

25 H24. 3.14(水) 水源環境保全税を活用した保全・再生への新たな取組 

－第２期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画がスタートします

－ 

平成24年度 

より県民に手に取ってもらえる広報物を発行していく観点から、従来のニュースレターに代

わる新たなリーフレット「森は水のふるさと」を作成した。読者として小学校高学年以上とそ

の保護者を想定し、家庭で使用されている水道水の源まで遡りながら、森と水の関係や森の働

きなど基本的な事柄を分かりやすく説明する内容となっている。 

平成25年度 

前年度に作成した「森は水のふるさと」と同様のリーフレット形式で、「支えよう！かなが

わの森と水」を発行した。既存のパンフレット「水源環境保全・再生をめざして」の内容を基

本として、水源環境保全・再生施策のねらいや取組内容、成果について、県民の方、特に小学

生にも親しみを持って理解してもらうことをねらいとして作成した。 
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県民会議「第１期実行５か年計画（平成19年度～23年度）の活動実績 

体制 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 
５か年計画
上の体制・

活動 

県民会議 

４回実施 
・県民会議の活動・体
制の検討、決定 

・各委員会等の報告に
基づき知事に提言・
報告 

４回実施 
・各委員会等の報告

に基づき知事に提
言・報告 

４回実施 
・第２期委員県民会議
が開始 

・山梨県内桂川流域現
地調査 

３回（ほか懇談会１
回） 
・第２期計画に関する
意見書の提出 

４回実施 
・第２期計画案の報告 
・県民会議委員の改選
についての報告 

推進 
委員会 

施策調査 
専門委員会 

３回実施 
・各事業の評価の流れ

図の整理 
・モニタリング調査方
法の検討 

４回実施 
・モニタリング調査
方法に対する意見 

・点検結果報告書(19
年度版)の作成 

５回実施 
・モニタリング調査方
法に対する意見 

・点検結果報告書(20
年度版)の作成 

３回実施 
・第２期計画に関する
意見書原案の検討 

・点検結果報告書(21
年度版)の作成 

４回実施 
・森林生態系の効果把
握のあり方の検討 

・点検結果報告書(22
年度版)の作成 

部会 
施策の 
評価・計画 
の見直し 

市民事業 
専門委員会 

６回実施 
・市民事業支援制度の
検討 

７回実施 
・支援制度の検証・

見直し 
・財政的支援以外の  
 検討 

５回実施 
・支援制度の検証・見
直し 

・財政支援以外の検討
（市民事業交流会） 

９回実施 
・支援制度の評価・改
善の検討 

・財政支援以外の検討
（市民事業交流会） 

５回実施 
・支援制度の改定 
・財政支援以外の検討
（市民事業交流会） 

部会 
市民事業 
の推進 

県民 
フォーラム 

３回実施 
・参加者542人 
・意見169件 

３回実施 
・参加者491人 
・意見134件 

２回実施 
・参加者336人 
・意見126件 

４回実施 
（うち山梨県開催１
回） 
・参加者471人 
・意見127件 

２回実施 
・参加者484人 
・意見171件 

総会 
(ﾌｫｰﾗﾑ) 
普及・啓発 

事業 
モニター 

 
・モニター方法の検討 
・情報提供方法の検討 

８回実施 
・森チーム４回 
・水チーム４回 

６回実施 
・森チーム３回 
・水チーム３回 

４回実施 
・森チーム２回 
・水チーム２回 

５回実施 
・森チーム３回 
・水チーム２回 

部会 
情報公開 

ニュース 
レター 

(ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾁｰﾑ) 
・県広報に対する評価 
・県民会議の広報の検   
 討 

11回発行 
(ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾁｰﾑ) 
・県ＨＰの改善策の
検討 

５回発行 ５回発行 ４回発行 
部会 
情報公開 

市民事業 
支援補助金 

 交付確定 
20団体35事業 
7,789,000円 

交付確定 
21団体40事業 
8,504,000円 

交付確定 
23団体37事業 
8,778,000円 

交付確定 
20団体28事業 
5,935,000円 

市民事業 
等の支援 
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県民会議「第２期実行５か年計画（平成24年度～26年度）の活動実績 

体制 平成24年度 平成25年度 平成26年度 
５か年計画 
上の体制・ 

活動 

県民会議 

４回実施 
・第３期委員県民会

議が開始 
・各委員会等の報告
に基づき知事に提
言・報告 

４回実施 
・各委員会等の報告
に基づき知事に提
言・報告 

４回実施 
・各委員会等の報告
に基づき知事に提
言・報告 

推進委員会 

施策調査 
専門委員会 

４回実施 
・点検結果報告書(23
年度・第１期５か
年実績版)の作成 

・森林生態系効果把
握手法等の検討 

４回実施 
・点検結果報告書
(第２期・平成24
年度実績版)の作
成 

５回実施 
・点検結果報告書(第

２期・平成25年度
実績版)の作成 

部会 
施策の評価・計
画の見直し 

市民事業 
専門委員会 

５回実施 
・市民事業支援制度
の検討 

・財政支援以外の検
討（市民事業交流
会） 

６回実施 
・市民事業支援制度
の検討 

・財政支援以外の検
討（市民事業交流
会） 

７回実施 
・市民事業支援制度
の検討 

・財政支援以外の検
討（市民事業交流
会） 

部会 
市民事業の推進 

県民フォーラ
ム 

３回実施 
・参加者2,062人 
・意見178件 

４回実施 
・参加者1,224人 
・意見304件 

３回実施 
・参加者934人 
・意見206件 

総会 
(ﾌｫｰﾗﾑ) 
普及・啓発 

事業モニター 

３回実施 
・森林関係２回 
・水関係１回 
（このほか施策の現
場説明会を１回実
施） 

４回実施 
・森林関係２回 
・水関係１回 
・相模川水系上流域
対策１回 

（このほか施策の現
場説明会を１回実
施） 

４回実施 
・森林関係２回 
・水関係１回 
・相模川水系上流域
対策１回 

（このほか施策の現
場説明会を１回実
施） 

部会 
情報公開 

広報資料 

リーフレット「森は
水のふるさと」の発
行・配布 

・ﾘｰﾌﾚｯﾄ「森は水の
ふるさと」の配布
13,594部 

・ﾘｰﾌﾚｯﾄ「支えよ
う！かながわの森
と水」の発行・配
布 

・ﾘｰﾌﾚｯﾄ「森は水の
ふるさと」の配布
9,152部 

・ﾘｰ ﾌ ﾚ ｯ ﾄ「支えよ
う！かながわの森
と水」の配布 
9,595部 

部会 
情報公開 

市民事業 
支援補助金 

交付確定 
23団体35事業 
9,728,000円 

交付確定 
22団体35事業 
9,043,000円 

交付確定 
●団体●事業 
●●円 

市民事業等の支
援 

 

 

（２）市民団体の活動支援 

 平成19年度に水源環境保全・再生かながわ県民会議の市民事業等審査専門委員会

（当時）が、県内団体へのアンケート調査やヒアリング、県民会議委員の意見などを

基に市民事業支援制度の検討を行い、平成19年12月及び20年２月に報告書を知事に提

出した。この報告に基づき、県は市民事業支援補助金制度を創設し、平成20年度から

開始した。 

 

 

 

 



－2 

 

市民事業支援補助金のこれまでの実績 

年度 
交付団体数 

及び事業数 
交付金額 事業の内容 事業実績 

平成 

20年度 
20団体35事業 7,789千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 21事業 5,307千円 

森林の保全・再生以外の事業、資機材の購入 3事業 1,300千円 

普及啓発教育事業 7事業 776千円 

調査研究事業 4事業 406千円 

延べ活動日数 283日 

延べ参加人数 4,080人 

延べ森林整備面積 14.47ha 

21年度 21団体40事業 8,504千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 25事業 5,882千円 

森林の保全・再生以外の事業、資機材の購入 5事業 1,513千円 

普及啓発教育事業 7事業 766千円 

調査研究事業 3事業 343千円 

延べ活動日数 376日 

延べ参加人数 5,319人 

延べ森林整備面積 19.68ha 

22年度 23団体37事業 8,778千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 22事業 5,066千円 

森林の保全・再生以外の事業、資機材の購入 6事業 2,374千円 

普及啓発教育事業 8事業 914千円 

調査研究事業 1事業 424千円 

延べ活動日数 465日 

延べ参加人数 4,939人 

延べ森林整備面積 23.36ha 

23年度 20団体28事業 5,935千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 18事業 4,074千円 

森林の保全・再生以外の事業、資機材の購入 3事業 1,008千円 

普及啓発教育事業 4事業 552千円 

調査研究事業 3事業 301千円 

延べ活動日数 389日 

延べ参加人数 4,235人 

延べ森林整備面積 22.72ha 

24年度 23団体35事業 9,728千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 19事業 3,853千円 

間伐材の利活用促進事業 4事業 2,219千円 

河川・地下水の保全・再生事業、資機材の購入 2事業 387千円 

普及啓発教育事業 9事業 1,381千円 

調査研究事業 1事業 29千円 

延べ活動日数 570日 

延べ参加人数 6,870人 

延べ森林整備面積 23ha 

25年度 22団体35事業 9,043千円 森林の保全・再生事業、資機材の購入 19事業 4,475千円 

間伐材の利活用促進事業 4事業 1,974千円 

河川・地下水の保全・再生事業、資機材の購入 2事業 549千円 

普及啓発教育事業、資機材の購入 10事業 2,045千円 

延べ活動日数 625日 

延べ参加人数 43,851人 

延べ森林整備面積 24ha 

26年度 ●団体●事業 ●●千円   

合計 129団体210事業 49,777千円  延べ活動日数 2,708日 

延べ参加人数 69,294人 

延べ森林整備面積127.23ha 

 

 

 

 

 

 

 

＜ コ・ラ・ム ～市民活動こそが、水源環境保全・再生の取組の出発点～ ＞ 

市民事業専門委員会に関わって、自然豊かな環境が変化していくことを憂い、森林や河川

の保全に取り組む市民団体の方々を知った。豊かな自然が失われていくことへの危惧、身近

な環境を良くしたいという思いが地道な活動に繋がっている。その姿をこれまで幾度となく

見てきており、本当に頭の下がる思いである。 

活動場所はそれぞれ違うが、団体間の交流・連携をより深めることが、市民活動のさらな

る発展へとなり、そのためのツール作りも重要である。活動する中で直面する課題につい

て、現場で経験を重ねてきた者同士であればこそ、互いを認め合い、率直に語り合え、解決

に向けた手掛かりも見つかるのではないか。 

水源環境保全・再生のためには、地道な取組の継続が肝要であるが、まさにそれを実践し

ているのが市民団体の方々であり、県民参加型税制の理念を受け継ぐこの施策の原点とも言

える。行政による取組には自ずと限界があり、市民の果たす役割は大きい。次世代のために

も、自分たちで環境を守っていくという気概を持ち、実行していくことが大切である。 

   （神奈川県政モニターＯＢ会副会長 増田 清美（市民事業専門委員会委員長）） 
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○ 生物が棲める川づくり 

私たちは、先人の長年にわたる努力によって確保された豊かな水資源を 

次の世代に引継ぎ、将来にわたり良質な水を安定的に利用できるように水源

環境を守る取組みを続けていく必要があります。 

 

そのため、河川においては、生態的な連続性を持った豊かな水辺空間の創

出を図り、多様な生物が棲み、自然の浄化機能が発揮できる川づくりを目指

しています。 

 

 

【イメージ図】 

 

絵作者：米山有美  
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